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【取組のポイント】
ドクターヘリ導入による病院前救護・救急搬送体制の充実・強化，救急医療情報
ネットワークの充実と，県境を越えた広域的救急搬送連携体制の構築

救急医療対策

現　状

（搬送体制）
平成 24（2012）年版「救急・救助の現況」（総務省消防庁）によると，本県の救急隊総数は，13

消防本部で 124 隊，救急隊員数は 1,173 人です。救急車稼働台数は 162 台，人口 10万人あたり 5.7
台で，全国平均（4.8 台）を上回っています。

（病院前救護体制）
病院前救護（プレホスピタルケア）は，救急救命士が医師の指示の下に，傷病者が医療機関に搬送

されるまでの間に救命救急処置を行うことであり，病院前救護体制を強化することで，傷病者の救命
率の向上等が期待されます。
平成 3（1991）年の救急救命士制度の発足に伴い，消防機関においては積極的に救急救命士の養成

に取り組まれています。平成 24（2012）年版「救急・救助の現況」（総務省消防庁）によると，本
県の救急救命士の資格を持つ救急隊員数は 596 人，人口 10万人あたり 20.9 人で，全国平均（18.1 人）
を上回っています。また，本県における救急隊のうち救急救命士が常時救急車に同乗している割合は
95.2％と，全国平均（83.1％）を上回っています。
県では，救命率向上を図るため，救急救命士を含む救急隊員が救急現場で行う応急処置等の質を，

医学的観点から保障するための ,「指示・指導体制」「事後検証体制」「教育・研修体制」（メディカル
コントロール体制）を全圏域（7圏域）に整備しています。
救急救命士の技能向上に向けて，各圏域のメディカルコントロール協議会※1においては，病院実

習体制の整備が進められています。特に , 平成 24（2012）年の救急救命士法施行規則の一部改正等
に伴い，救急救命士の処置範囲の拡大に向けて，「血糖測定と低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与」
「重症喘息患者に対する吸入β刺激薬の使用」「心肺機能停止前の静脈路確保と輸液の実施」に関する
実証研究が，広島圏域メディカルコントロール協議会において実施されました。
加えて，平成 21（2009）年の消防法一部改正に伴い，傷病者の状況に応じた，より適切で円滑な

救急搬送及び受入を行うため，平成 23（2011）年 8月には，医療機関の分類基準に基づく医療機関
リストや傷病者の状況を確認するための観察基準，傷病者を搬送する医療機関の選定基準等を定めた
「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」を策定しました。

（ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置及び救急蘇生法講習）
平成 16（2004）年 7月から，緊急時における非医療従事者のＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使

用が可能となったことから，県内の様々な施設に配備されています。
県では，平成 18（2006）年度から県立施設への配備を進め，平成 23（2011）年 5月現在 183 施

設に 202 台を配備するとともに，その設置場所等について，インターネットにより情報提供を行って
います。
心肺蘇生の実施やＡＥＤ（自動体外式除細動器）使用等の救急蘇生法講習については，消防機関，

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

※ 1  メディカルコントロール協議会 : 救急救命士等が行う応急処置の知識技能を，医学的観点から，維持・向上させるために，協議や
検討を行う組織。
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日本赤十字社広島県支部等において実施されています。平成 24（2012）年版「救急・救助の現況」（総
務省消防庁）によると，本県における県民の救急蘇生法講習の受講率は，人口 1万人あたり 94.0 人と，
全国平均（111.0 人）をやや下回っています。

（目撃された心原性心肺停止傷病者の転帰）
迅速かつ適切な救急蘇生法の実施及び救急搬送が，心肺機能停止傷病者の救命率の向上に寄与しま

すが，平成 24（2012）年版「救急・救助の現況」（総務省消防庁）によると，本県における，心臓が
原因で心肺機能が停止した時点が一般市民により目撃された人の 1か月後生存率は 11.0％で，全国
平均（11.4％）と同程度であり，その 1か月後社会復帰率は 6.3％となっています。
また，本県における平成 23（2011）年の一般市民や救急隊に目撃された心原性心室細動傷病者の

完全社会復帰（CPC1）の割合は，23.9％となっています。

図表 2-6-1　目撃された心原性心室細動傷病者の転帰

区分 広島県
二次保健医療圏

広島 広島西 呉 広島中央 尾三 福山 ･ 府中 備北
目撃された心原性
心室細動患者数 117 人 65 人 9 人 9 人 6 人 7 人 17 人 4 人

完全社会復帰
（CPC1）患者数 28 人 15 人 1 人 3 人 1 人 2 人 5 人 1 人

割合（％） 23.9％ 23.1％ 11.1％ 33.3％ 16.7％ 28.6％ 29.4% 25.0%

資料：広島県メディカルコントロール協議会調べ（平成 23（2011）年）

（傷病者の救急搬送状況）
平成24（2012）年版「救急・救助の現況」（総

務省消防庁）によると，本県における平成
23（2011）年中の救急車による傷病者の搬
送人員数は，109,039 人で，人口 1,000 人
あたり38.2人と全国平均（41.0人）を下回っ
てはいますが，搬送人員数は平成18（2006）
年から4,095人増加しています
また，平成23（2011）年中の救急要請（覚

知）から救急医療機関への搬送までに要した
平均時間は 35.5 分で，全国平均（38.1 分）
より短くなっていますが，平成 18（2006）
年中の平均時間は28.2 分，全国平均は32.0
分で，ともに6分以上長くなっています。

（救急搬送受入困難事案）
平成 23（2011）年「救急搬送における医療機関の受入状況実態調査」（総務省消防庁）によると，

本県における平成 22年中の，重症以上の傷病者の搬送（9,923 件）における，傷病者の受入に時間
を要し，搬送先医療機関が速やかに決定しない受入困難事案の発生状況は，現場滞在時間 30分以上
の場合が 411 件（4.1％），医療機関への搬送受入要請 4回以上の場合（現場滞在時間 30分以上の場
合との重複含む）が 259 件（2.6％）で，全国平均（それぞれ 4.8％，3.8％）を下回っています。し
かし，平成 19年中の受入困難事案の発生状況（平成 20（2008）年「救急搬送における医療機関の
受入状況実態調査」（総務省消防庁）より）は，現場滞在時間 30 分以上の場合は 280 件（3.8％），
医療機関への搬送受入要請 4回以上の場合は 110 件（1.3％）であり，受入困難事案の発生割合は増
加傾向にあります。

図表 2-6-2　救急車による搬送人員及び救急要請
から救急医療機関への搬送までの平均時間の推移
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資料：総務省消防庁「救急・救助の現況」（平成 19(2008) 年版～平成 24（2012）年版）

平均時間

平成 19年 平成 20年 平成 21年 平成 22年 平成 23年

104,944
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図表 2-6-2　救急車による搬送人員及び救急要請から救急医療
　　　　　   機関への搬送までの平均時間の推移

資料：総務省消防庁「救急・救助の現況」（平成 19（2007）年版
〜平成 24（2012）年版
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県では，平成 23（2011）年度から，円滑な救急搬送受入体制を構築し，救急搬送受入困難事案の
解消を図るため，二次保健医療圏ごとに，救急搬送時における受入困難事案傷病者を確実に受け入れ
る医療機関の確保に努めており，平成 24（2012）年度においては，7圏域中 4圏域で受入体制が確
保されています。

（救急医療情報システムを活用した搬送受入要請の支援）
県では，昭和 55（1980）年度に救急患者の搬送支援を行うことを目的に，「広島県救急医療情報ネッ

トワークシステム」の運用を開始しています。平成 9（1997）年度からはインターネットの利用によ
り，幅広い医療情報を県民や保健医療関係者に提供し , 救急医療体制を側面的に支援しています。
このシステムでは，救急医療機関が入力した応需情報（診療科ごとの受入体制）についても，消防

機関に対して情報提供しており , 救急応需情報用端末を，救急医療機関に 120 台，消防機関や地域の
医師会等，関係機関に 58台配備しています。
また，平成 19（2007）年度から，救急患者の搬送先選定困難時に，救急隊が携帯電話を活用して，

救急現場から複数の医療機関に対して一斉に受入要請を行うことができる機能「こまっＴＥＬ※1」を
付加し，円滑な搬送先医療機関の選定を支援しています。

図表 2-6-3　救急搬送支援システム「こまっＴＥＬ」の概要

（初期救急医療体制）
初期救急医療は，外来診療により救急医療を行う最も地域に密着した体制であり，「在宅当番医制」

「休日夜間急患センター」「休日等歯科診療所」等によって実施されています。（図表 2-6-11）
平成 23（2011）年「医療施設調査」（厚生労働省）によると，本県における一般診療所のうち，初

期救急医療に参画する診療所の割合は 35.1％で，全国平均（16.3％）を大きく上回っています。｢在
宅当番医制｣ は，県内全ての市町において，地域の医師会の協力を得て実施されています。また，歯
科の在宅当番医制については，尾道市において，尾道市歯科医師会の協力により実施されています。
休日夜間急患センターは，すべての二次保健医療圏に設置されており，平成 24（2012）年 10月現在，

広島市・大竹市・廿日市市・呉市・東広島市・竹原市・三原市・尾道市・福山市・三次市及び高田地
区において運営されているほか，福山市・三次市・庄原市において施設の整備が進められています。
休日等歯科診療は，地区歯科医師会等が設置している口腔保健センター等4施設で実施されています。

（初期救急医療情報の提供）
県では，県民が在宅当番医情報や受診可能な初期救急医療機関等の情報をいつでも得られるよう広

島県救急医療情報ネットワークシステムを運営し，インターネット，FAX，電話を通じた情報提供サー
ビスを実施しています。（平成 23（2011）年度アクセス件数：約 140 万件）

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

※ 1  こまっＴＥＬ : 傷病者の救急搬送先の選定が困難な時に，救急隊が携帯電話から，複数の医療機関に一斉に受入要請を行う機能。

  

要請・発信 応答・選定

①現場で傷病者の状況・様態を確認
し，該当する診療科目等から受入
を要請する医療機関の範囲を決定
する。

⑤救急隊の携帯電話に
届いた医療機関から
の回答に基づいて搬
送する医療機関を選
定する。

⑥選定した医療機関と
電話で搬送・受入の
詳細について調整す
る。

②携帯電話から受入要請の音
　声メッセージを登録する。
　  「 ○月○日男性1名
　　　 …受入お願いします」

③複数の医療機関へ一斉にメッセージを送信する。

④医療機関では，設置端末へ届いたメッセージを確認し，
　受入可否を回答する。
④医療機関では，設置端末へ届いたメッセージを確認し，
　受入可否を回答する。
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（二次救急医療体制）
二次救急医療は，入院治療を必要とする重症救急患者に対応する医療で，「病院群輪番制病院」を

基本に，救急告示医療機関も含め休日・夜間における体制が確保されています。（図表 2-6-11）
平成24（2012）年 10月現在，県内には救急病院・診療所（救急告示医療機関）が139施設ありますが，

平成 19年（2007）年 4月当時の 163 施設から 24施設減少しています。また，平成 24（2012）年
10月現在，病院群輪番制の運営のために設定した 14救急医療圏すべてにおいて，病院群輪番制が運
営されています。
なお，広島市を中心とした広島都市圏では，二次救急医療体制の強化を図るため，広島市立広島市

民病院を救急医療コントロール機能（管制塔機能）を担う医療機関と位置付け，救急搬送の受入れや
傷病者の転院受入れ等について二次救急医療機関等の支援医療機関との連携を強化し，受入困難事案
の解消に努めています。

図表 2-6-4　救急医療コントロール機能の運営イメージ

（三次救急医療体制）
三次救急医療は，二次救急医療機関では対応が困難な複数の診療科領域にわたる重篤な傷病者等に

対し，24時間体制で高度な医療を総合的に提供するもので，県内には，複数の二次保健医療圏を対
象とした救命救急センターを 4か所，救命救急センターの機能に加えて，広範囲熱傷や指肢切断等の
特殊傷病に対応できる高度救命救急センターを 1か所設置し，平成 23（2011）年 4月には救命救急
センターへのアクセスに時間を要する地域の重篤な傷病者に対応する地域救命救急センターを 1か所
設置しています。（図表 2-6-11）
平成24（2012）年度「救命救急センターの評価結果」（厚生労働省）によると，本県の救命救急センター

はすべて，充実度評価Ａと評価されています。

（ヘリコプターによる救急搬送等）
傷病者の広域的な搬送体制を確保し，救命率の向上等を図るため，平成 17（2005）年 8月から，

県及び広島市が保有している防災・消防ヘリコプター 2機を活用して，救命救急センター等の医師及
び看護師がヘリコプターに搭乗し，救急現場から救命医療を行う「広島県ドクターヘリ的事業」に取
り組んでいます。
平成 25（2013）年度には，広島大学病院を基地病院として救急医療用ヘリコプター（ドクターヘリ）

の運航が開始される予定です。また，より効率的で効果的な活用を図るため，平成 25（2013）年 1
月には，中国地方 5県でドクターヘリ広域連携に係る基本協定を締結し，ドクターヘリの相互活用及
び災害時の相互協力を行うこととしました。

 

 

救急隊は、支援情報システム
のモバイル端末で，コントロ
ール機能病院（コーディネー
ター）が管理する応需体制等
の情報に基づき、医療機関に
受入要請

119 番要請

　救急医療コントロール機能運営フロー図　　

コントロール機能病院による救急搬送支援及び支援病院への転送・転院システム

患者

救急隊

受入交渉３～４回で決まら
ない場合又は受入交渉開始
から概ね３０分以上経過し
た場合、コントロール機能
病院に直接交渉

①　コントロール機能病院が、転送・転院の
　　必要性の判断及び患者を選定。
②　コントロール機能病院（コーディネーター）
　　がシステムを活用して転送・転院を調整。

コントロール機能病院（コーディネーター）
が，システムを活用して圏域内医療機関
の応需体制等の情報を一元的に管理

コントロール機能病院からの転送・転院

コントロール機能病院による救急搬送支援

（広島市民病院）

Ｃ病院

情報の反映

モバイル端末

転送・転院

転送・転院受入のため
当番制により空床確保

コントロール機能病院からの転送・転院患者を受入

Ｂ病院Ａ病院

コントロール機能病院
コーディネーター

・圏域内医療機関の情報の管理
・救急患者を一旦受け入れて初期診療を実施
  （必要に応じて入院措置）

受入困難事案発生時の対応

コントロール機能病院

救急医療コントロール機能
支援情報システム

コントロール機能支援病院
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緊急度・重症度の高い傷病者に対する，医師による早期の医療の介入は，病院前救護体制の質の向
上につながり，救命率の向上や傷病者の転帰の改善など，救急医療体制の更なる充実が期待されます。

    図表 2-6-5　広島県ドクターヘリ的事業　　　   図表 2-6-6　ドクターヘリの運航イメージ

（県境を越えた救急医療）
県では，「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」の策定において，県境を越えた救急搬送

の実態を反映するため，消防機関等と連携して山口県岩国圏域，島根県出雲圏域及び雲南圏域，岡山
県高梁・新見圏域の医療機関等と調整し，県外の医療機関名も，救急搬送を受け入れる医療機関リス
トへ掲載しています。
県東部と県境を接する岡山県の井笠地域では，地域の救急医療体制が十分ではないことや，就労・

消費生活等において福山市が身近な地域であると住民が感じていること等から，福山・府中圏域への
救急搬送等が行われています。
一方，広範囲熱傷や指肢切断等，県東部の医療機関では対応が困難な傷病については，県東部の医

療機関から岡山県南西部保健医療圏の高度救命救急センターや病院群輪番制病院へ転院搬送されてい
ます。

医療連携体制の圏域

救急医療の医療連携体制は，7つの二次保健医療圏域（広島，広島西，呉，広島中央，尾三，福山・
府中，備北の各圏域）が基本となっています。

課　題

① 情報提供及び啓発
軽症傷病者の二次救急医療機関での夜間受診

や救急車利用の割合が高く，二次救急医療を担
う医療機関の負担が大きくなっています。
県では，広島県救急医療情報ネットワークシ

ステムによる在宅当番医情報や受診可能な初期
救急医療機関等の県民向け情報提供サービスを
実施していますが，利用者が分かり易いＷＥＢ
デザインとなっておらず，また，医療機関情報
の管理（更新等）も十分にはできていません。

図表 2-6-7　傷病程度別搬送人員の状況
　　　　　（平成 23（2011）年中）
傷病程度 搬送人員 割合

死　亡 1,520 1.4%

重　症 11,845 10.9%

中等症 50,139 46.0%

軽　症 45,468 41.7%

その他 67 0.0%

計 109,039 100.0%

資料：総務省消防庁「救急・救助の現況」
　　　（平成 24（2012）年版）

⑥重症患者の処置
   及び搬送

地元医療機関

（⑥患者の搬送）

航空隊基地 協力医療機関

②医師の
   ピックアップ

※ 広島市消防局に
    指令系統を一元化

①ヘリ出動要請

①医師搭乗要請
（広島市消防局経由）
③医師による診断
④医療行為　　　　
⑤搬送先の決定　

（広島市消防局経由）

（参考）　広島県ドクターヘリ的事業のイメージ

救急現場

○ 救急医療専用ヘリコプターの導入

基地病院

協力病院

地元医療機関

・ 基地病院の施設として，迅速に
  医師等が急行
・ 導入他県では，年間 300－500 件
  の出動実績

①ヘリ出動要請

②医師等が迅速に急行

⑥重症患者の処置及び搬送

（⑥患者の搬送）

（基地病院以外への搬送もある）

（各消防本部から直接）

③医師による診断
④医療行為　　　　
⑤搬送先の決定

（参考）　ドクターヘリのイメージ

救急現場
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② 迅速・的確な救急医療機関への患者搬送
本県の救急搬送に要した平均時間は，全国平均を下回ってはいますが，年々，長くなっています。平

成23（2011）年に策定した「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」の運用により，傷病者の
状況に応じた，より適切で円滑な救急搬送及び搬送受入が推進されることが期待されますが，運用開始
後間がなく，実態に即した基準とすべく，その検証を行う必要があります。
また，県では救急搬送の迅速化等を目的に，救急医療情報ネットワークシステムを活用した搬送受入

要請の支援を行っていますが，救急医療機関による応需情報の入力が十分ではないこと等から，システ
ムを有効に活用できていません。

③ 救急医療体制の維持・確保
医師・看護師等医療従事者の不足等により，

二次救急医療体制を支える救急病院・診療所
（救急告示医療機関）の数が減少しているた
め，各圏域の二次救急医療体制を支える医療
機関の負担が増大しています。
医師や看護師の確保が困難な状況におい

て，救急医療体制の維持・確保に向けた取組
みを推進するためには，医師会，大学，市町
や消防機関等の関係機関との連携が欠かせま
せん。

④ ヘリコプターによる救急医療・救急搬送
ヘリコプターは，短時間で長距離を移動できる高い機動性をもっています。広島県ドクターヘリ等運

営協議会による調査では，ヘリコプターによる救急搬送に対する潜在的需要は，年間約270件と推計さ
れていますが，救急医療専用機でないこと，医療機関での医師等のピックアップによる時間短縮の限界
などから，現在の消防・防災ヘリコプターによる「ドクターヘリ的事業」のみでは，潜在的需要の全て
に対応することは困難です。

図表 2-6-9　ヘリコプター要請基準に適する潜在的需要（推計）

資料：広島県ドクターヘリ等運営協議会「広島県ドクターヘリの導入に関する調査検討報告書」（平成 24（2012）年）

図表 2-6-8　県内の救急告示医療機関数の推移
（各年 4 月現在）

平成 18年

180 ( 機関 )

170
161 163

153 150 147
141 138

160

150

140

130

120

110

100
平成 19年 平成 20年 平成 21年

救急告示医療機関数

平成22年 平成 23年 平成 24年

図表 2-6-8　県内の救急告示医療機関数の推移（各年 4 月現在）

142件

Ａ110,842件

B 13,788件

Ａ：Ｈ21救急出動件数
Ｂ：死亡・重篤・重症件数
Ｃ： 救急事故覚知～医療機関収容まで30分以上
Ｄ：昼間（8:30～17:00）に発生した件数
Ｅ：救急発生現場出発～医療機関収容まで30分以上
（搬送先医療機関の選定時間を除く）

Ｆ：Ｅのうち現場救急の件数
Ｇ：ヘリ搬送に適しない悪性腫瘍・一肢外傷，心肺停止を除外

Ｃ 6,853件

Ｄ 3,439件

Ｅ 694 件

Ｆ 226件
Ｇ142件

【現場救急】

【転院搬送】

Ａ’ 1,139件
Ｂ’131件

Ａ’  : 転院搬送となる可能性のある件数
・より高次の医療機関への搬送
・昼間（8:30～17:00）の要請
・搬送元医療機関出発～搬送先医療機関収容まで30分以上

Ｂ’  : 医師が同乗した件数

131件
＋

＝

273件
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⑤ 県境を越えた救急医療
福山・府中圏域と岡山県井笠地域は，生活圏域が重複していますが，市町，医師会，医療機関，消防

機関等の関係機関による協議が十分でなく，井笠地域の軽症傷病者による福山地区の病院群輪番制当番
病院の受診があることに加え，井笠地域から福山・府中圏域の二次救急医療機関への救急搬送における
消防機関と医療機関の連携体制が十分に構築できていません。

めざす姿

医療機関，医師等の医療従事者，県，市町，消防機関等が連携して，救急医療に関する情報提供や啓発，
迅速・的確な傷病者搬送や救急医療体制の維持・確保に取り組むとともに，救急医療用ヘリコプター（ド
クターヘリ）の運航により，緊急を要する重症・重篤傷病者に対する救急医療体制を強化します。
また，消防・防災ヘリコプターとの連携，中国地方の他県ドクターヘリとの連携により，救急医療・

救急搬送の効果的，広域的な展開や県境を越えた救急医療連携体制の構築を推進します。

【目標】
指標等 目標の考え方 現状値 目標値 指標の出典

心肺機能停止傷病者全搬送
人員のうち，一般市民によ
る除細動実施件数

　AED（自動体外式除細動器）を含め
た救急蘇生法等の処置の実施件数を現
状値より向上させます。

〔H23〕
人口 10 万対
　0.42 件

〔H29〕
現状値より増加
させる

総務省消防庁「救急・
救助の現況」

救急要請から医療機関に収
容までの平均時間（分） 平均時間を現状値より向上させます。 〔H23〕

　35.5 分

〔H29〕
現状値より短縮
させる

総務省消防庁「救急・
救助の現況」

二次救急医療機関の数 　病院群輪番制病院の数を現状値より
増加させます。

〔H24〕10 月
現在
　75 機関

〔H29〕
現状値より増加
させる

厚生労働省「救急医療
体制調査」

目撃された心原性心室細動
傷病者の転帰

　完全社会復帰（CPC1）の割合を向
上させます。

〔H23〕
23.9％

〔H29〕
現状値より向上
させる

広島県メディカルコン
トロール協議会調べ

施策の方向

① AED（自動体外式除細動器）の普及及び救急医療の啓発
集客能力の高い施設へのAED（自動体外式除細動器）の設置促進について，引き続き市町や民間事

業者等に積極的に働き掛けます。
消防機関，日本赤十字社広島県支部やNPO法人が取り組む救急蘇生法等の救命講習会開催や，9月

の「救急の日」，「救急医療週間」に関連した，市町等関係機関の取組を促します。
また，これらの取組を救急医療情報ネットワークシステムに掲載するとともに，関係機関と連携して，

本県の救急医療体制の実情を訴え，救急医療機関や救急車の適切な利用について，繰り返し県民に呼び
掛けていきます。

② 救急医療情報ネットワークシステムの改修による機能強化
救急医療情報ネットワークシステムは，前回のシステム改修後5年以上が経過しており，現行諸問題

への対応が困難となってきていることから，救急医療情報ネットワークシステムを全面的に改修し，初
期救急医療機関情報等の県民向け情報の充実，救急搬送受入要請の支援機能の強化，「傷病者の搬送及
び受入れの実施に関する基準」の運用等のメディカルコントロール体制の検証に資する機能，医療機関
の情報入力の促進や医療機関同士の連携強化に資する機能の追加等，機能強化を推進します。
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③ 迅速・的確な救急医療機関への患者搬送
消防機関，医師会，関係医療機関と連携し，広島県メディカルコントロール協議会において，メディ

カルコントロール体制の充実・強化を図るとともに，救急医療情報ネットワークシステムの機能等を活
用した「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」の検証及び必要な改訂等を通じて，より適切で
円滑な救急搬送及び搬送受入を推進します。

④ 救急医療体制を担う医療機関の支援
救急医療に従事する医師の確保や救命救急センターの運営に対する助成を行うとともに，医師会，大

学，市町及び広島県地域保健医療推進機構等の関係機関と連携し，救急医療体制を担う医療機関に対す
る，救急医療を担う人材の確保等の支援の検討を進め，救急医療体制の維持・確保を図ります。

⑤ ヘリコプターによる救急医療・救急搬送
（ヘリコプターによる救急搬送等）

ドクターヘリは，年間を通して消防機関からの出動要請に応じていくため，安全な運航と救急専門医・
看護師の確保などが必要であり，基地病院等に対し必要な運営支援を行っていきます。

（消防・防災ヘリコプター）
これまでの消防・防災ヘリコプターによる「ドクターヘリ的事業」の実績を活かし，ドクターヘリ出

動中の要請や多数傷病者発生事故等への対応など，ドクターヘリとの連携を進めます。

（他県ドクターヘリとの連携）
ドクターヘリ広域連携に係る基本協定に基づき，隣接する他県のドクターヘリとの相互連携を進める

とともに，災害時における迅速な相互支援の体制づくりにも取り組んでいきます。

図表 2-6-10　広島県におけるドクターヘリの運航体制

③傷病者収容 ③傷病者収容 

②迅速な発進・急行 

⑤給油

【協力医療機関】 
県立広島病院[救命救急センター] 

【広島ヘリポート】（365日,日中）【広島ヘリポート】（365日,日中）

③傷病者収容 ③傷病者収容 

②迅速な発進・急行 

【基地病院】 
広島大学病院[高命救急センター] 

④帰投 

⑤給油

給油設備 格納庫 運航管理室 
※医師等の常駐 

①ドクターヘリ要請（消防ホットライン）

④帰投 

【救急現場】 

既存屋上
へリポート

Ｈ
Ｈ

既存屋上
へリポート

⑥ 県東部における県境を越えた救急医療体制の構築
福山・府中圏域及び岡山県井笠地域の市町，医師会，医療機関，消防機関等の連携を促進し，適正

な救急医療機関の受診に向けた啓発活動等の共同実施や，「傷病者の搬送及び受入の実施に関する基準」
を含むメディカルコントロール体制の相互理解の促進等，県東部地域における，県境を越えた救急医療
体制の構築に向けた取組の検討を進めます。
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図表 2-6-11　広島県の救急医療体制（初期救急）

区分 市 ( 区 ) 町 人口
(H22 国勢調査 )

初期救急医療機関（平成 24（2012）年 10 月現在）

休日夜間急患センター等 在宅当番医制

広島西
二次保健医療圏

大竹市 28,836 人 大竹市休日診療所
廿日市市休日・夜間急患診療所

大竹市医師会

廿日市市 114,038 人 佐伯地区医師会

広　島
二次保健医療圏

広島市（中・東・
西・南・佐伯区） 711,688 人

広島市医師会千田町夜間急病センター

広島市立広島市民病院

広島市立舟入病院

広島市医師会運営・安芸市民病院

広島口腔保健センター

広島市医師会

広島市（安芸区 ) 78,789 人

安芸地区医師会

府中町 50,442 人

海田町 28,475 人

熊野町 24,533 人

坂町 13,262 人

広島市（安佐南・
安佐北区） 383,366 人

安佐医師会可部夜間急病センター

高田地区休日夜間救急診療所

安佐医師会

安芸太田町 7,255 人
山県郡医師会
安芸高田市医師会

北広島町 19,969 人

安芸高田市 31,487 人

呉
二次保健医療圏

呉市 239,973 人 呉市医師会休日急患センター
（内科夜間・小児科夜間救急センター含む）
呉口腔保健センター

呉市医師会
安芸地区医師会

江田島市 27,031 人 安芸地区医師会
佐伯地区医師会

広島中央
二次保健医療圏

東広島市 190,135 人 東広島市休日診療所
（口腔保健センター含む）

東広島地区医師会
賀茂東部医師会
竹原地区医師会

竹原市 28,644 人 竹原市休日診療所 竹原地区医師会

大崎上島町 8,448 人 豊田郡医師会

尾　三
二次保健医療圏

三原市 100,509 人 三原市医師会休日夜間急患診療所 三原市医師会
世羅郡医師会

尾道市 145,202 人 尾道市立夜間救急診療所

尾道市医師会
三原市医師会
因島医師会
尾道市歯科医師会

世羅町 17,549 人 世羅郡医師会

福山 ･ 府中
二次保健医療圏

福山市 461,357 人
福山夜間小児診療所
福山市歯科医師会口腔保健センター

福山市医師会
松永沼隈地区医師会
深安地区医師会
府中地区医師会

府中市 42,563 人 府中地区医師会

神石高原町 10,350 人 福山市医師会

備　北
二次保健医療圏

三次市 56,605 人 三次地区医師会休日夜間急患センター 三次地区医師会

庄原市 40,244 人 庄原市医師会
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第２章　県民の安心を支える保健医療体制の構築 

第
１
章

第
２
章

全
て
の
県
民
が
安
心
な
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
医
療
提
供
体
制
を
確
保

第
３
章

第
４
章

第
５
章

資
料
編

救
急
医
療
対
策

広島県の救急医療体制（二次救急・三次救急）
区
分

二次救急
医療圏 市 ( 区 ) 町 二次救急医療機関　（平成 24（2012）年 10 月現在） 三次救急医療機関

広
島
西

佐伯大竹
地区

大竹市 （病院群輪番制参加施設）
○広島県厚生農業協同組合連合会廣島総合病院　○国立病院機構広島
西医療センター

（救急告示病院・診療所）　2 医療機関

[ 地域救命救急センター ]
◎広島県厚生農業協同組

合連合会廣島総合病院廿日市市

広
島

広島地区

広島市（中・東・
西・南・佐伯区）

病院群輪番制参加施設）
○広島市立舟入病院　○一ノ瀬病院　○尾鍋外科病院　○翠清会梶川
病院　○医療法人社団まりも会ヒロシマ平松病院　○国家公務員共済
組合連合会広島記念病院　○医療法人社団曙会シムラ病院　○広島赤
十字 ･ 原爆病院○広島市立広島市民病院　○医療法人あかね会土谷総
合病院　○原田病院　○医療法人社団おると会浜脇整形外科病院　 
○国家公務員共済組合連合会吉島病院　○中国電力株式会社中電病院　 
○太田川病院　○広島鉄道病院　○荒木脳神経外科病院　○医療法人
社団慈恵会いまだ病院　○加川整形外科病院　○総合病院福島生協病
院　○医療法人広島厚生会広島厚生病院　○医療法人社団清風会五日
市記念病院　○広島市医師会運営・安芸市民病院　○マツダ株式会社マ
ツダ病院　○医療法人一陽会原田病院　○藤井病院　○県立広島病院

（救急告示病院・診療所）　47 医療機関

[ 救命救急センター ]

◎広島市立広島市民病院

◎県立広島病院

◎国立病院機構呉医療セン
ター

◎福山市民病院

[ 高度救命救急センター ]

●広島大学病院

広島市（安芸
区 )

府中町

海田町

熊野町

坂町

安佐山県
高田地区

広島市（安佐
南・安佐北区）

（病院群輪番制参加施設）
○広島市立安佐市民病院　○広島医療生活協同組合広島共立病院　 
○医療法人メディカルパーク野村病院　○医療法人サカもみの木会サ
カ緑井病院　○医療法人信愛会日比野病院　○医療法人長久堂野村病
院　○新谷整形外科医院　○山口整形外科病院　○高陽第一診療所　
○山崎整形外科内科クリニック

（救急告示病院・診療所）　20 医療機関

安芸太田町

北広島町

安芸高田市

呉 呉地区
呉市 （病院群輪番制参加施設）

○労働者健康福祉機構中国労災病院　○国家公務員共済組合連合会呉
共済病院　○社会福祉法人恩賜財団広島県済生会呉病院

（救急告示病院・診療所）　10 医療機関江田島市

広
島
中
央

東広島地
区

東広島市（安
芸津町除く）

（病院群輪番制参加施設）
○国立病院機構東広島医療センター　○医療法人青山会西条中央病院
○医療法人社団樹章会本永病院　○医療法人社団井野口病院　○医療
法人社団葵会八本松病院

（救急告示病院・診療所）　7 医療機関

竹原地区
東広島市安芸
津町，竹原市

（病院群輪番制参加施設）
○医療法人社団仁慈会安田病院　○県立安芸津病院　○医療法人楽生会
馬場病院

（救急告示病院・診療所）　3 医療機関大崎上島町

尾
三

三原地区 三原市
（病院群輪番制参加施設）
○社会医療法人里仁会興生総合病院　○医療法人清幸会土肥病院　 
○総合病院三原赤十字病院

（救急告示病院・診療所）　7 医療機関

尾道地区

尾道市

（病院群輪番制参加施設）
○広島県厚生農業協同組合連合会尾道総合病院　○尾道市立市民病院

（救急告示病院・診療所）　3 医療機関

因島地区
（病院群輪番制参加施設）
○日立造船健康保険組合因島総合病院

（救急告示病院・診療所）　1 医療機関

御調世羅
地区 世羅町

（病院群輪番制参加施設）
○尾道市立公立みつぎ総合病院　○公立世羅中央病院

（救急告示病院・診療所）　2 医療機関

福
山
・
府
中

福山地区 福山市

（病院群輪番制参加施設）
○国立病院機構福山医療センター　○社会医療法人定和会神原病院　
○公立学校共済組合中国中央病院　○社会医療法人祥和会脳神経セン
ター大田記念病院　○医療法人財団竹政会セントラル病院　○日本鋼
管福山病院　○医療法人叙叙会福山第一病院　○医療法人蒼生会楠本
病院　○特定医療法人社団宏仁会寺岡整形外科病院　○医療法人慈彗
会亀川病院　○社会医療法人社団沼南会沼隈病院　○医療法人辰川会
山陽病院

（救急告示病院・診療所）　26 医療機関

府中地区
（病院群輪番制参加施設）
○社会医療法人社団陽正会寺岡記念病院　○地方独立行政法人府中市
病院機構府中市民病院

（救急告示病院・診療所）　5 医療機関

府中市

神石高原町

備
北

三次地区 三次市
（病院群輪番制参加施設）
○市立三次中央病院

（救急告示病院・診療所）　4 医療機関

庄原地区 庄原市
（病院群輪番制参加施設）
○総合病院庄原赤十字病院　○庄原市立西城市民病院

（救急告示病院・診療所）　2 医療機関
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【救急医療対策に求められる医療機能】
【救護】 【初期救急】 【入院救急医療】 【救命救急】

機
能 病院前救護活動 初期救急医療 第二次救急医療 第三次救急医療 救命救急医療機関等か

らの転院受入

ポ
イ
ン
ト

・患者あるいは周囲の者が，必要に
応じて，速やかに救急要請及び救
急蘇生法を実施すること

・メディカルコントロール体制の整備
により，救急救命士等の活動が適切
に実施されること

・実施基準の運用により，傷病者の
搬送及び医療機関への受入れが適
切に行われること

・傷病者の状態に
応じた適切な
救急医療を提
供すること

・２４時間３６５日，
救急搬送の受け入
れに応じること

・傷病者の状態に応
じた適切な救急医
療を提供すること

・２４時間３６５日，救急搬送の受入
れに応じること

・傷病者の状態に応じた適切な情報や
救急医療を提供すること

・在宅等での療養を
望む患者に対し医
療機関からの退院
を支援すること

・合併症，後遺症の
ある患者に対して
慢性期の医療を提
供すること

関
係
機
関
等

住民
消防機関
メディカルコントロール協議会等
・圏域メディカルコントロール協議

会
・ドクターヘリ

地域において初
期救急の中核を
担う救急医療機
関
休日夜間急患セ
ンター
在宅当番医制に
参加する医療機
関
休日や夜間に対
応できる診療所
かかりつけ医

病院群輪番制病院・救
急告示医療機関（一年
を通じて診療科にとら
われず救急医療を担う
病院又は有床診療所）
救急医療コントロール
機能関係医療機関（広
島都市圏）
地域医療支援病院（救
命救急センターを有さ
ない）
脳卒中や急性心筋梗塞
等に対する急性期の専
門的医療を担う病院又
は有床診療所

救命救急センターを有する医療機関 療養病床を有する病
院
精神病床を有する病
院
回復期リハビリテー
ション病棟を有する
病院
診療所
訪問看護ステーショ
ン

医
療
機
関
等
に
求
め
ら
れ
る
事
項

【住民】
①　講習会等の受講により，傷病者

に対する応急手当，AED の使用
を含めた救急蘇生法が実施可能
であること

②　傷病者の救護のため，必要に応
じて適切かつ速やかに救急要請
を行うこと，あるいは必要な医
療機関を受診すること

③　救急医療情報ネットワークの活
用等，医療情報を収集し，適切な
医療機関の受診，救急車の要請，
他の交通手段の利用等を判断す
る等，救急医療機関の適切な受
診及び救急車の適切な利用を心
掛けること

【 自 院 の 診 療 体
制】

①　救急医療の
必要な患者に
対し，外来診
療を提供する
こと

②　休日夜間急
患センターの
設置や在宅当
番医制などと
合わせて，地
域で診療の空
白時間が生じ
ないように務
めること

【他医療機関との
連携】

③　病態に応じ
て速やかに患
者を紹介でき
るよう，近隣
の医療機関と
連携している
こと

【 関 係 者 へ の 研
修・広報等】

④　自治体等と
連携の上，診
療可能時間や
対応可能な診
療科等につい
て住民等に周
知しているこ
と

【自院の診療体制】
①　救急医療につい

て相当の知識及び
経験を有する医師
が常時診療に従事
していること

②　救急医療を行う
ために必要な施設
及び設備を有する
こと

③　救急医療を要す
る傷病者のために
優先的に使用され
る病床または専用
病床を有すること

④　救急隊による傷
病者の搬送に容易
な場所に所在し，
かつ，傷病者の搬
入に適した構造設
備を有すること

⑤	急性期にある患者
に対して，必要に
応じて早期のリハ
ビリテーションを
実施すること

⑥　「救急病院等を
定 め る 省 令 」 に
よって定められる
救急病院であるこ
と

【他医療機関との連
携】

⑦　院内に，相談支
援職等による地域
連携体制を確保し
ていること

⑧　初期救急医療機
関と連携している
こと

⑨　当該病院では対
応できない重症救
急患者への対応に
備え，近隣のより
適切な医療機関と
連携していること

【関係者への研修・
広報等】

⑩　医師，看護師，
救急救命士等の医
療従事者に対し，
必要な研修を行う
こと　

【自院の診療体制】
①　脳卒中，急性心筋梗塞，重症外傷

等の患者や，複数の診療科にわたる
重篤な救急患者を，広域災害時を含
めて２４時間３６５日必ず受け入れ
ることが可能であること

②　集中治療室（ICU），心臓病専用病
室（CCU），脳卒中専用病室（SCU）
等を備え，常時，重篤な患者に対し
高度な治療が可能なこと

③　救急医療について相当の知識及び
経験を有する医師が常時診療に従事
していること（救急科専門医等）

④　必要に応じ，ドクターヘリ，ドク
ターカーを用いた救命救急医療を提
供すること

⑤　救命救急に係る病床の確保のた
め，一般病棟の病床を含め，医療機
関全体としてベッド調整を行う等の
院内の連携がとられていること

⑥	急性期のリハビリテーションを実施
すること

⑦　「救急病院等を定める省令」によっ
て定められる救急病院であること

【他医療機関との連携】
⑧　院内に，相談支援職等による地域

連携体制を確保していること
⑨　急性期を経た後も，重度の脳機能

障害（遷延性意識障害等）の後遺症
がある患者，人工呼吸器による管理
を必要とする患者等の，特別な管理
が必要なため退院が困難な患者を転
棟 , 転院できる体制にあること

【関係者への研修・広報等】
⑩　実施基準の円滑な運用・改善及び

地域のメディカルコントロール体制
の充実に当たり積極的な役割を果た
すこと

⑪　DMAT 派遣機能を持つ等により，
災害に備えて積極的な役割を果たす
こと

⑫　救急医療情報センターを通じて，
診療機能を住民・救急搬送機関等に
周知していること

⑬　医師，看護師等の医療従事者に対
し，必要な研修を行う体制を有し，
地域の救命救急医療の充実強化に協
力していること

⑭　救急救命士の気管挿管・薬剤投与
等の病院実習や，就業前研修，再教
育などに協力していること

⑮　救急救命士の処置行為の拡大（血
糖測定及び低血糖発作症例へのブド
ウ糖溶液投与・重症喘息患者に対す
る吸入β刺激剤使用・心肺機能停止
前の静脈路確保及び輸液実施）に向
けた教育体制の整備及び教育の実施
に協力していること

【自院の診療体制】
①　救急医療機関と

連携し，人工呼吸
器が必要な患者や，
気管切開等のある
患者を受け入れる
体制を整備してい
ること

②　重度の脳機能障
害（遷延性意識障
害等）の後遺症を
持つ患者を受け入
れる体制を整備し
ていること

③　救命期を脱した
救急患者で，精神
疾患と身体疾患を
合併した患者を受
け入れる体制を整
備していること

④　生活機能の維持
及び向上のための
リハビリテーショ
ン（訪問及び通所
リハビリテーショ
ンを含む）が実施
可能であること

⑤　 日 常 生 活 動 作
（ADL）の低下した
患者に対し，在宅
等での包括的な支
援を行う体制を確
保していること

【他医療機関との連
携】

⑥　院内に，相談支
援職等による地域
連携体制を確保し
ていること

⑦　通院困難な患者
の場合，訪問看護
ステーション，薬
局等と連携して在
宅医療を実施する
こと，また居宅介
護サービスを調整
すること

⑧　救急医療機関及
び在宅での療養を
支援する医療機関
等との診療情報や
治療計画を共有す
るなどして連携し
ていること

⑨　診療所等の維持
期における他の医
療機関と，診療情
報や治療計画を共
有するなどして連
携していること

【消防機関】
①　住民に対し，心停止の予防，応

急手当，AED の使用を含めた救急
蘇生法等に関する講習会を実施す
ること

②　搬送先の医療機関の選定に当
たっては，実施基準等により，事
前に各救急医療機関の専門性等を
把握すること

③　各圏域メディカルコントロール
協議会により定められたプロト
コールに則し，心肺機能停止，外
傷，急病等の患者に対して，適切
な観察・判断・処置を実施するこ
と

④　搬送手段を選定し，適切な急性
期医療を担う医療機関を選定し，
傷病者を速やかに搬送すること

⑤　緊急な医療を必要とする精神疾
患を有する患者等の搬送に当たっ
ては，精神科救急情報センターを
活用し，精神科救急医療体制と十
分な連携を図ること

【メディカルコントロール協議会等】
①　救急救命士等の行う処置や，疾

患に応じた活動プロトコールを策
定し，事後検証等によって随時改
定すること

②　実施基準について，適切な医療
機関に搬送するために，事後検証
等によって随時改定すること

③　医師から救急救命士に対する直
接指示・助言体制が確立されてい
ること

④　救急救命士等の再教育を実施す
ること

⑤　ドクターカーやドクターヘリ等
の活用の適否について，地域にお
いて定期的に検討すること

⑥　ドクターヘリや消防防災ヘリ等
の活用に際しては，関係者の連携
について協議する場を設け，効率
的な運用を図ること

連
携

搬送先医療機関の選定，搬送手段の選定，傷病者の速やかな搬送

退院の困難な患者を受け入れることができる医療機関との連携診療情報の周知
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【救急医療対策の連携体制】

〔救急隊活動〕
・救命処置，応急処置
・迅速・適切な救急搬送

二次救急医療機関
では対応困難

〔住民等〕
・応急手当，救急蘇生等
   の実施
・適切な医療機関の受診
・適正な救急搬送要請

入院が必要なケガや
急病（重症患者）

救護

救命救急医療（三次救急医療機関）

入院救急医療（二次救急医療機関）

初期救急医療（初期救急医療機関）

在宅

救命期後医療

軽度のケガや病気
（軽症患者）

生命を守るための救護と医療

『救急医療』の体制と連携（イメージ図）

在宅での生活

メディカルコントロール
協議会

・活動プロトコール，
   実施基準の検証，見直し
・救急救命士への指示，
   助言

救急医療情報ネットワーク

・救急搬送受入情報
・ﾘｱﾙﾀｲﾑの救急搬送要請
・診療可能な医療機関検索
・医療情報の入手　等

生命に関わるケガや
重病（重篤患者）

重篤な救急患者の常時受入れ（24時間 365日）

【自院の診療体制】

【他医療機関との連携】

【関係者への研修・広報等】

【自院の診療体制】

【自院の診療体制】

【他医療機関との連携】

【関係者への研修・広報等】

【関係者への研修・広報等】

【自院の診療体制】

【他医療機関との連携】

【関係者への研修・広報等】

高度な治療に必要な医療従事者・施設・設備

特別な管理を要し，退院が困難な
患者の転床・転院

呼吸管理が必要な患者の受入

重度の脳機能障害の後遺症を
もつ患者の受入

精神疾患を合併する患者の受入

居宅介護サービスの調整

医療従事者の教育・研修

救急隊活動への指導・教育・評価

入院が必要な救急患者への対応

迅速・適切な医療の提供

早期のリハビリテーション

救命救急医療を担う医療機関への
紹介等

医療従事者に対する研修の実施

突然のケガや病気に対する外来診療

二次救急医療機関・近隣医療機関との連携

診療可能時間等の住民への周知

初期救急医療機
関では対応困難

（
高
）
　
　
　
　重

　症

　度

　
　
　
　（低
）

発

　症
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【取組のポイント】
ハード（災害拠点病院），ソフト（行政，防災関係機関等）の両面から，災害に
おける本県の対応能力を向上

災害医療対策

現　状

（連携体制）
 ○ 地域防災計画

東日本大震災を受けて大幅に修正を加えた「広島県地域防災計画（基本編）」（昭和 38（1963）年策定）
及び「広島県地域防災計画（震災対策編・地震災害対策計画／津波災害対策計画／東南海・南海地震
防災対策推進計画）」（昭和 55（1980）年策定）においては，平常時から県や市町，防災関係機関及
び近隣自治体が連携体制を確保するとともに，情報を共有するよう定めています。

○ 協定関係
県及び市町では，関係団体等と災害時における医療救護協定を締結し，医療救護体制を確保してい

ます。

図表 2-7-1　県や市町が締結している医療救護協定
区分 協定の相手 協定等の名称・内容 備考

県

広島県医師会 災害時の医療救護活動に関する協定書 H3.12 締結

中国地方各県 中国５県災害等発生時の広域支援に関する協定 H24.3 締結

中国・四国各県 中国・四国９県災害等発生時の広域支援に関する協定
中国・四国９県カウンターパート制運用規程 H24.3 締結

市町 市町域内の
市郡地区医師会 災害時の医療救護活動に関する協定書

（災害時の医療救護体制）
県医師会では，医療救護活動の連絡・調整役として，全県及び各二次保健医療圏（災害医療圏）ご

とに「コーディネーター」を任命し，総合調整機能を確保しています。（図表 2-7-2）
本県では，災害時の医療

救護活動等について規定し
た，災害時医療救護活動マ
ニュアル※1及び災害時医
薬品等供給マニュアル※2

を整備し，各役割ごとの具
体的な行動を明示し，災害
時の救護・連携体制を確保
しています。

↓ 県災害対策本部
（健康福祉局）

要請  
県医師会長 

（任命）
コーディネーター 

地域コーディネーター

支援  

情報共有 

(地域ブロック） (地域ブロック） 

県災害対策支部
（保健所）

災害拠点病院 市郡地区
医師会

一般医療施設 透析施設

透析情報
中核病院

医療救護班
派遣可能施設

支援 

図表 2-7-2　指揮系統樹（広島県地域防災計画）
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（災害拠点病院）
本県では，平成 24（2012）年 4月現在，災害拠点病院として，基幹災害拠点病院を 1か所，地域

災害拠点病院を 17か所指定しており，各二次保健医療圏（災害医療圏）ごとに最低 1か所の災害医
療を担う拠点病院を確保しています。
また，各災害拠点病院では，災害派遣医療チームＤＭＡＴ※3を整備し，災害時超急性期に迅速に

医療救護活動を実施する体制を構築しています。

図表 2-7-3　災害拠点病院状況
区分 全体 広島 広島西 呉 広島中央 尾三 福山 ･ 府中 備北

広島県 18 5 2 3 1 3 2 2

全　国 638 （全国平均 1.83 ／圏域）

※全国の災害拠点病院数は，平成 24（2012）年 1 月現在公表数。広島県は平成 24（2012）年 4 月現在
※広島県の災害拠点病院は 100 ページを参照

（災害対応訓練）
県，各医療機関では，関係団体と連携して，各種訓練を実施し，災害時の医療救護体制の確保に努

めています。

図表 2-7-4　訓練等の実施状況
区分 名称 参加者 備考

県
関
連

広島県集団災害医療救護訓練 災害拠点病院，地区医師会等，消防機関等 平成 14（2002）年度～

各種防災訓練 災害拠点病院，消防機関等

ＤＭＡＴ実働訓練 ＤＭＡＴ，行政機関等 平成 22（2010）年度～

図表 2-7-4　訓練等の実施状況
区分 種別 訓練実施・参観 未実施・不参観 検討中 計（有効回答）

病
院
等

病　院 175 24 25 224

診療所 592 987 466 2,045

　計 767 1,011 491 2,269

資料：「広島県医療機能調査」（平成 24（2012）年）

（災害医療情報システム）
本県では，広島県救急医療情報ネットワークシステムのサブシステムとして，広島県災害医療情報

システムを運用し，災害発生時における医療機関や透析医療機関等の被害情報等を照会・収集する手
段を構築しています。
また，当該システムは，国の「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）※4」とも連携しており，

県内の病院の被害状況等は，他県からも確認でき，広域災害時の県外医療機関，防災関係機関との連
携に活用できます。

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

※ 1  災害時医療救護活動マニュアル : 大規模災害が発生した場合に，行政，医療機関，消防機関，医師会及び日本赤十字社等が連携し，
迅速かつ適切な医療救護活動を実施することを目的に，各機関の活動，連携についてまとめたマニュアル。東日本大震災を
受け，平成 24年３月に全面改訂を実施。

※ 2  災害時医薬品等供給マニュアル : 災害時における医療救護に不可欠な医薬品等を迅速に供給し，適切に患者に提供することを目的
に，医薬品等の確保・供給体制を具体的に規定したマニュアル。

※ 3  ＤＭＡＴ：Disaster Medical Assistance Teamの略。災害急性期に活動できる機動性を持った，専門的な訓練を受けた自己完
結型災害派遣医療チーム。病院支援，広域搬送，地域内搬送，現場活動を主務とする。

※ 4  広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）:Emergency Medical Information System。医療機関と行政等が連携するための
情報共有ツール。災害時に共有が必要な情報や，支援マネジメントに必要な情報を登録し，全国で共有する。
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（新たな連携構築の体制）
近年頻発する広域災害に対応するため，本県では，県－中国（・四国）ブロックと繋がる連携構築

の各種会議の場を設置しています。
・広島県ＤＭＡＴ連絡会議－中国地区DMAT連絡協議会
・広島県ＤＭＡＴロジスティックス検討会－中国（四国）地区ＤＭＡＴロジスティックス検討会
・広島県災害拠点病院連絡会議－中国四国地区基幹災害拠点病院連絡協議会　　等

（広島県災害時公衆衛生チーム※1の設置）
災害発生時に迅速かつ適切な医療提供及び公衆衛生支援が実施できるよう，医師や薬剤師，獣医師

など複数の職種で構成する「広島県災害時公衆衛生チーム」を設置し，ＤＭＡＴからの活動を引継ぎ，
様々なニーズに対応できる体制を構築しています。

（災害時の透析医療）
透析医療については，災害時にも患者の受入れができるよう，広島県透析連絡協議会により，ネッ

トワーク体制の整備が行われています。

医療連携体制の圏域

災害時の活動単位である災害医療圏は，広島県地域防災計画により7つの二次保健医療圏としています。

課　題

近年頻発する大規模災害に対応するためには，関係各機関が連携し，あらかじめ医療救護体制を構築
しておくことが重要ですが，東日本大震災の検証を踏まえると，まだ体制構築，整備等が十分でない点
があります。

① 災害拠点病院
大規模災害時には，ライフラインが断絶し，必要物資の供給が途絶える中で，災害拠点病院では多く

の患者を受入れ，また，他県からの応援のＤＭＡＴを受入れることとなります。
これら活動のためには，災害拠点病院では，建物を耐震化し，患者処置等に必要な電気等を確保する

ための自家発電装置等のライフライン維持装置を整備した上で，災害時にも通信のできる手段（衛星携
帯電話等）を準備しておく必要がありますが，まだ基準等で求められる程度の整備が行われていない施
設もあります。
　また，円滑に活動を実施するための災害対応マニュアルが整備されていない施設があります。

図表 2-7-6　ライフライン等の整備状況

災害時利用施設耐震化

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

自家発電機稼動可能日数
（国基準：３日間程度）

※大規模な節電等，病院機能に影響する何らかの措置を講じなければ，基準を満たせない医療機関

災害対応マニュアルの整備状況 要整備
整備済

４機関

※５機関

２機関

図表 2-7-6　ライフライン等の整備状況
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② その他の医療機関
大規模災害においては，災害拠点病院以外の医療機関でも，軽症患者の治療を実施したり，災害拠点

病院へ医療従事者を派遣するといった支援が必要となると考えられます。
これら医療機関において，災害時医療救護活動に関する知識を有し，災害拠点病院やＤＭＡＴの役割

を理解していなければ，円滑な活動協力は困難です。
現状は，災害訓練等への参観や医療救護班派遣可能な機関が限られている状態です。

図表 2-7-7　災害拠点病院以外の医療機関による支援可否

区分
医療救護班派遣の可否 避難所等での診療，健康管理対応可否

可能 不可能 検討中 計 可能 不可能 検討中 計

病　院 22 146 31 199 71 122 -- 193

診療所 204 1,807 - 2,011 391 1,598 -- 1,989

計 226 1,953 31 2,210 462 1,720 -- 2,182

資料：「広島県医療機能調査」（平成 24（2012）年）

③ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）
県内災害拠点病院におけるＤＭＡＴ養成は，

厚生労働省の実施する研修の受講により，積
極的に行われていますが，現状のチーム数で
は十分でなく，引き続き，より多くのＤＭＡ
Ｔの養成を進めていかなければ，大規模災害
時の活動は困難です。
また，東日本大震災では，円滑な災害時医療救護活動のためには，ロジスティックス※2の機能強化

や様々なパターンの訓練等の必要性が明らかになったところですが，本県の訓練等の企画や実施体制は，
まだ十分ではない状態です。

④ 災害医療情報システム
災害発生時には，国の「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」とも連携した災害医療情報シ

ステムを通じて ,全国的に被災情報等を共有することとしています。
しかしながら ,現状のシステムは，入力のための研修や訓練が十分ではなく，入力を要する機関にお

いて，入力の方法を熟知していない状態であることから，災害発生時に迅速な入力が行われず，情報共
有が図れない結果，限られた医療資源の有効活用に支障が生じる可能性があります。

⑤ 広域医療搬送
広域医療搬送を円滑かつ安全に実施するためには，航空搬送拠点臨時医療施設（SCU）※3の設置が必

要です。
航空搬送拠点臨時医療施設は，通常，県内の空港内に設置をしますが，現在は，設置にかかる資機材

の準備が不十分であり，また，設置手順等についても十分な体制の構築が図れていないことから，円滑
な設置が確保されていない状態です。

災
害
医
療
対
策

図表 2-7-8　厚生労働省研修修了チーム数の状況
平成 21 年度末

（2009）
平成 22 年度末

（2010）
平成 24 年７月

　（2012）
17 20 24

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

※ 1  広島県災害時公衆衛生チーム : 災害が発生した場合に，被災者に対して，迅速かつ適切な公衆衛生の支援を行うためのチーム。現
地ニーズ調査等を行う「調査班」，必要な医療を提供する「医療班」，心のケアや衛生管理等を担う「保健衛生班」から成り，
被災者の多様で長期にわたる医療・健康ニーズに幅広く対応する。

※ 2  ロジスティックス：業務調整員。DMATの一員として，DMATが組織的に，また，各機関（行政，消防，警察，自衛隊）
と連携して救助活動が行えるよう，連絡・調整を行う。

※ 3  航空搬送拠点臨時医療施設（SCU：Staging Care Unit の略。）：航空機等による搬送を実施するにあたり，搬送患者
の安定化を図る救護所として，必要に応じて県内の空港等に設置される施設
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⑥ 圏域における災害対応
大規模災害時において，円滑に医療救護活動を実施するためには，地域の実態に応じた医療資源の投

入が必要であり，地域の状況を良く知る各二次保健医療圏（災害医療圏）単位でのマネジメントが重要
となります。
現状，各圏域単位での地域保健対策協議会等で連携のあり方に関する協議等は行われているものの，

災害時の具体のマネジメント機能の確立や訓練の実施については，十分ではない状態です。

めざす姿

災害拠点病院，ＤＭＡＴ，その他の医療機関，医師会及び防災関係機関が連携して急性期～慢性期に
係る災害時医療救護体制を確立しており，災害発生時には，迅速かつ適格に医療救護活動が実施されます。

【目標】
指標等 目標の考え方 現状値 目標値 指標の出典

ライフライン整備
災害拠点病院において，災害対応
時に十分な時間電源供給できる対
策を促進します。

〔H24〕13 施設 〔H29〕18 施設　 厚生労働省「災害拠点
病院現況調査

ＤＭＡＴ数 災害急性期に機動的に活動できる
ＤＭＡＴの養成を図ります。 〔H24〕24 チーム 〔H29〕29 チーム 厚生労働省「災害拠点

病院現況調査

医療救護班等派遣可能医療
機関

災害時に医療救護班等の派遣が可
能な医療機関を把握し，円滑な派
遣を実施します。

〔H24〕22 病院
災害拠点病院除く

〔H29〕30 病院
災害拠点病院除く 県健康福祉局調べ

災害対応マニュアル整備拠
点病院

全ての災害拠点病院において，災
害対応マニュアルを整備します。 〔H24〕16 施設 〔H29〕18 施設 厚生労働省「災害拠点

病院現況調査」

災害訓練参加，参観

全ての災害拠点病院において，災
害対応訓練を実施します。 〔H24〕8 施設 〔H29〕18 施設 厚生労働省「災害拠点

病院現況調査」

多くの医療機関が訓練参加，参観
し，災害に関する知識や対応能力
の向上を図ります。

〔H24〕751 施設
災害拠点病院除く

〔H29〕
1,000 施設
災害拠点病院除く

県健康福祉局調べ

施策の方向

① 医療救護活動体制の強化
災害時に連携して医療救護活動が実施できるよう，平常時から防災関係機関との「顔の見える関係」

の維持，構築を推進し，訓練等を通じて適宜，災害時医療救護活動マニュアル，災害時医薬品等供給マニュ
アルの充実や見直しを実施し，災害時の活動の実効性を確保します。
また，災害急性期～亜急性期～慢性期において，災害拠点病院のみでなく，県内の多くの医療機関か

らの医療救護班の派遣を円滑に実施できるよう，必要な体制づくりに努めます。

② 災害拠点病院の機能強化
災害拠点病院は，要件であるライフライン，医療資機材等の整備や通信設備の整備に努め，県は，当

該整備充実のためのサポートを実施します。
また，災害拠点病院においては，ＤＭＡＴの受入れ等も想定した災害時のマニュアルを整備するとと

もに，院内訓練等を実施し，災害医療体制の構築に努めます。
県は，県内外の災害拠点病院間の連携強化，情報共有のための場の創設等により，「顔の見える関係」

を醸成していきます。
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③ その他の医療機関の体制整備
県は，講演会の実施や訓練の公開等により，災害拠点病院以外の医療機関への災害に関する知識の習

得を推進します。
医療機関は，県の実施する講演会や訓練への参観を通じて，災害医療への知識・理解を深め，自院の

災害対応機能を強化した上で，災害時に派遣可能な医療救護班等の整備を検討します。
県では，これらの派遣可能な医療機関を「災害支援病院（仮称）」としてあらかじめ登録するとともに，

広島県災害時公衆衛生チームを編成し，迅速かつ的確な災害医療救護派遣の調整にあたります。
また，透析可能医療機関については，広島県透析連絡協議会との連携や情報共有等により，災害時の

円滑な透析医療の実施を推進します。

④ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の養成，強化
養成研修を通じて，全災害拠点病院でＤＭＡＴの編成を行い，隊員数，装備等の体制の増強を進めます。
県は，「広島県ＤＭＡＴ連絡会議」「広島県ＤＭＡＴ連絡会議ロジスティックス検討会」等の会議の開

催及び，実効性のある訓練の実施を通じて，ＤＭＡＴ隊員間の連携やロジスティックス機能の強化に努
めます。

⑤ 災害医療情報システムの運用
県は，より機能の充実したシステムへの更新を実施するとともに，入力訓練等を実施することにより，

災害時の迅速かつ正確な医療機関情報の収集に努めます。
また，都道府県を越えた医療救護活動の実施のため，他県の被災状況等を入手できるよう，連携して

いる国の「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」等を積極的に活用します。

⑥ 広域医療搬送の体制整備
円滑な広域医療搬送が実施できるよう，航空搬送拠点臨時医療施設（SCU）の設置に関する検証や

必要資機材の整備等に努めます。
また，国が実施する広域医療搬送訓練等を活用し，域内外搬送体制の強化を図ります。

⑦ 県民への情報提供，普及啓発
災害発生時において，災害医療情報等が適切に提供できるよう，救急医療情報ネットワークシステム

の内容の充実を図ります。
また，防災関係機関と連携し，県民の防災意識の高揚に努めます。

⑧ 圏域における災害対応の強化
平常時から各圏域の地域保健対策協議会等を活用し，保健所，市町，市郡地区医師会，医療機関が連

携できる体制の推進を行うとともに，災害発生時においても，迅速に医療ニーズの把握を行い，適切な
マネジメントを実施できる体制づくりや訓練の実施に努めます。
また，保健所において，充実したメンタルヘルスや感染症対策等の健康管理活動を実施します。
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【県内の災害拠点病院】

【災害医療の連携体制】

国立病院機構東広島医療センター

庄原赤十字病院備北二次保健医療圏

福山・府中二次保健医療圏

尾三二次保健医療圏

広島中央二次保健医療圏

広島二次保健医療圏

広島西二次保健医療圏

呉二次保健医療圏

●

●

●
●

●
●
●

●

●

●●●
●

●

●

●

●●

市立三次中央病院

興生総合病院

三原赤十字病院

国立病院機構呉医療センター

福山市民病院

日本鋼管福山病院

厚生連尾道総合病院

中国労災病院

呉共済病院

広島市立安佐市民病院

広島大学病院

は、基幹災害拠点病院

広島市立広島市民病院

県立広島病院

広島赤十字・原爆病院

厚生連廣島総合病院

国立病院機構広島西医療センター

『災害医療』の連携体制（イメージ図）

災害拠点病院
【機能】災害医療の拠点として，中心的な役割を担う

「災害拠点病院」

基幹災害拠点病院

地域災害拠点病院

●県立広島病院
　災害医療を提供する上で
　中心的な役割を担う

（基幹・地域災害拠点病院共通）
 ・救命医療のための施設，設備
 ・多数患者対応居室，簡易ベッド
 ・耐震化構造
 ・ライフライン維持機能
 ・自家発電機
 ・各種備蓄
（基幹災害拠点病院）
 ・災害医療従事者育成

●広島大学病院
●広島市立広島市民病院
●広島市立安佐市民病院
●広島赤十字・原爆病院
●厚生連廣島総合病院
●国立病院機構広島西医療センター
●国立病院機構東広島医療センター
●国立病院機構呉医療センター
●中国労災病 
●呉共済病院
●興生総合病院
●三原赤十字病院
●厚生連尾道総合病院
●福山市民病院
●日本鋼管福山病院
●市立三次中央病院
●庄原赤十字病院

【目標】
●多発外傷，挫滅症候群，広範囲熱傷等の災害時に
多発する重篤※または重症の救急患者の救命医療
を行うための高度の診療機能を有すること　　　
※高度救命救急センター，救命救急センター　

●患者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送へ対応
すること

●自己完結型のＤＭＡＴの機能を有すること
●地域の医療機関への応急用資器材の貸出し機能を
有すること

協働

「災害急性期の応援派遣」
DMAT（災害急性期医療チーム）
　　　県内16機関24チーム（平成24年7月現在）

三次被ばく医療機関，救命救急センター
「特殊災害急性期の応援活動」

急性期 亜急性期

二次救急医療機関等 被災者の健康管理等を
担う医療機関

慢性期

「災害中長期の応援派遣」

○災害発生後，救護所，避難所に医療従事
者を派遣し，DMAT等急性期の医療チー
ムと連携して被災者に対し，必要な医療
を提供すること（広島県災害時公衆衛生
チーム）

○災害発生後，救護所，避難所に医療従事
者を派遣し，被災者に対し，感染症のま
ん延防止，衛生面のケア，メンタルヘル
スケアを適切に行うこと

○避難者を受入れ，適切な医療等を提供
できる体制が整っていること

○難病患者対応が可能な医療機関である
こと。

病院・有床診療所

透析医療機関

難病等対応可能機関

○透析可能な医療機関であること

広島空港，広島へリポート
広域医療搬送 各種医療関係団体

●県医師会，地区医師会
●歯科医師会
●薬剤師会
●県看護協会
●日本赤十字社広島県支部 等

DMAT派遣

活動支援

資機材貸出し

重症患者搬送

派遣

医
療
救
護
班
派
遣

避難 患者災害発生

「避難患者受入れ」

【被災地】

被災地内医療機関 救護所，避難所

○負傷者の受入れ，治療
○DMAT受入れ
○重症患者の被災地外
への搬送

○医療救護班等を受入れ，感染症の　
まん延防止，衛生面のケア，メンタ
ルヘルスケア等の実施

○被災者への医薬品の提供等



101

第２章　県民の安心を支える保健医療体制の構築 

第
１
章

第
２
章

全
て
の
県
民
が
安
心
な
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
医
療
提
供
体
制
を
確
保

第
３
章

第
４
章

第
５
章

資
料
編

災
害
医
療
対
策

【災害医療に求められる医療機能】

【災害拠点病院】
地域の災害医療の拠点として
中心的な役割を担う医療機関

【災害急性期の
応援派遣】
自己完結型医
療チームを派
遣し災害医療
提供の中心的
な役割を担う
医療機関

【特殊災害急性
期の応援活動】
特殊災害（緊急
被ばくを含む ) の
急性期に災害医
療提供の中心的
な役割を担う医
療機関

【災害中長期
の応援派遣】
被 災 者 の 健
康 管 理 等 を
担 う 医 療 機
関

【避難患者受入れ】
被災地からの避難患者
を受入れる医療機関

機
能

基幹災害拠点病院として，重
篤傷病者への救命医療等を提
供する機能　

地域災害拠点病院として，
重症（※重篤）傷病者へ
の救命医療等を提供する
機能
※高度救命救急センター，
救命救急センター

被災地での病院
支援や広域医療
搬送支援等を行
う医療チームを
派遣する機能

特 殊 災 害 に あ
たり専門知識 ,
装 備 を 有 す る
医 療 チ ー ム に
より，緊急治療
や 病 院 で の 医
療 支 援 等 を 実
施する機能

救 護 所， 避
難 所 等 に お
い て 健 康 管
理 を 実 施 す
る機能

医療機関に
おいて避難
被災者に医
療を提供す
る機能

透析可能医
療機関にお
いて避難被
災者に医療
を提供する
機能

ポ
イ
ン
ト

●多発外傷，挫滅症候群，広
範囲熱傷等の災害時に多発
する重篤救急患者の救命医
療を行うための高度の診療
機能を有すること

●患者等の受入れ及び搬出を
行う広域搬送へ対応するこ
と

●自己完結型のＤＭＡＴの機
能を有すること

●地域の医療機関への応急用
資器材の貸出し機能を有す
ること

●多発外傷，挫滅症候群，
広範囲熱傷等の災害時
に多発する重症救急患
者の救命医療を行うた
めの高度の診療機能を
有すること

●患者等の受入れ及び搬
出を行う広域搬送へ対
応すること

●自己完結型のＤＭＡＴ
の機能を有すること

●地域の医療機関への応
急用資器材の貸出し機
能を有すること

●被災地周辺
に対し，ＤＭ
ＡＴ等自己完
結型の緊急医
療チームを派
遣すること

●被災患者を
受入れる他の
医療機関に被
災患者が集中
した場合等に
おいて，医療
従事者の応援
派遣を行うこ
と

● 特 殊 災 害 に
よる被災患者
に 対 し て 緊
急治療等を実
施，支援する
ため，ＤＭＡ
Ｔ等緊急医療
チームによる
対応を行うこ
と。

● 災 害 発 生
後，救護所，
避難所に医
療従事者を
派遣し，被
災 者 に 対
し，感染症
のまん延防
止，衛生面
のケア，メ
ンタルヘル
スケアを適
切に行うこ
と

● 災 害 の
影響によ
り，被災
地からの
避難を必
要とされ
た入院患
者等を受
入れ，必
要な医療
の提供を
行うこと

● 災 害 の
影響によ
り，透析
が不可能
となった
患 者 に，
透析医療
の提供を
行うこと

関
係
機
関
等

基幹災害拠点病院 災害拠点病院 ＤＭＡＴ指定
病院

三 次 被 ば く 医
療機関，救命救
急センター

病院
（ 医 療 関 係
団 体 の 医 療
チーム）

病院，有床
診療所

透析可能医
療機関

医
療
機
関
等
に
求
め
ら
れ
る
事
項

○　災害医療を提供する上
で中心的な役割を担うこ
と

①　災害時に多発する重篤救
急患者の救命医療を行うた
めに必要な施設・設備，医
療従事者を確保しているこ
と

②　多数の患者に対応可能
な居室や簡易ベッド等を
有していること

③　病院の機能を維持する
ために必要な全ての施設
が耐震構造であること

④　被災時においても電気，
水，ガス等の生活必需基
盤が維持可能であること

⑤　災害時において必要な
医療機能を発揮できるよ
う，自家発電機を保有し
ていること

⑥　災害時においても診療
が継続できるよう，適切
な容量の受水槽や井戸設
備の整備，優先的な給水
協定の締結等により，必
要な水の確保に努めるこ
と

⑦　飲料水・食料，医薬品，
医療機材等を備蓄してい
ること。加えて，飲料水・
食料について，関係団体
と協定を締結し，災害時
に優先的に供給を受けら
れるようにしておくこと

⑧　災害対策マニュアルの
整備，研修・訓練等によ
る人材育成を行うこと

⑨　災害医療に精通した医
療従事者の育成の役割を
担うこと

⑩　病院敷地内又は病院近
接地にヘリコプターの離
発着場を有していること

⑪　広域災害・救急医療情
報システム（ＥＭＩＳ）
に加入しており，災害時
にデータを入力する複数
の担当者を事前に決めて
おき，訓練を行うことで，
その使用方法に精通して
いること

○　災害医療を提供する上
で地域における中心的
な役割を担うこと

①　災害時に多発する重症
救急患者の救命医療を
行うために必要な施設・
設備，医療従事者を確保
していること

②　多数の患者に対応可能
な居室や簡易ベッド，Ｄ
ＭＡＴ活動車両等を有
していること

③　診療に必要な全ての施
設が耐震構造であること

④　被災時においても電気，
水，ガス等の生活必需基
盤が維持可能であること

⑤　災害時において必要な
医療機能を発揮できる
よう，自家発電機を保有
していること

⑥　災害時においても診療
が継続できるよう，適切
な容量の受水槽や井戸
設備の整備，優先的な給
水協定の締結等により，
必要な水の確保に努め
ること

⑦　飲料水・食料，医薬品，
医療機材等を備蓄して
いること。加えて，飲料
水・食料について，関係
団体と協定を締結し，災
害時に優先的に供給を
受けられるようにして
おくこと

⑧　災害対策マニュアルの
整備，研修・訓練等によ
る人材育成を行うこと

⑨　病院敷地内又は病院近
接地にヘリコプターの離
発着場を有していること

⑩　広域災害（ＥＭＩＳ）・
救急医療情報システム
に加入しており，災害時
にデータを入力する複
数の担当者を事前に決
めておき，訓練を行うこ
とで，その使用方法に精
通していること

①　国が実施
するＤＭＡＴ
研修等必要な
専門的トレー
ニングを受け
ている自己完
結型の災害派
遣医療チーム
を確保してい
ること

②　被災地に
おける自己完
結型の医療救
護に対応でき
る携行式の応
急用医療資器
材，応急用医
薬品，テント，
発電機等を有
していること

③　災害急性
期を脱した後
も住民が継続
的に必要な医
療を受けられ
るよう，日本
医師会や日本
赤十字社，医
療関係団体等
を中心とした
救護班と連係
を図ること

④　災害時に
協働する最も
近い組織とし
ての消防との
連携を常に目
指し，平時か
らの合同訓練
等を通じて連
携を深めるこ
と

①　 Ｎ Ｂ Ｃ 災
害（緊急被ば
く を 含 む ）・
テロ等の特殊
災 害 へ の 対
応方法等の研
修を受講した
自己完結型の
災害派遣医療
チームを確保
していること

②　 特 殊 災 害
に対応できる
装備等を有し
ていること

①　救護所等
において，
感染症のま
ん延防止，
衛生面のケ
ア，メンタ
ルヘルスケ
アを適切に
行える医療
従事者を確
保している
こと

②　携行式の
応急処置用
医療資器材
や応急用医
薬品等を有
しているこ
と

③　災害急性
期を脱した
後も住民が
継続的に必
要な医療を
受けられる
よう，ＤＭ
ＡＴ等急性
期 の 医 療
チームと連
係を図るこ
と

④　災害中長
期 に お い
て，県から
の広島県災
害時公衆衛
生チーム医
療班の派遣
要 請 に 対
し，自院で
必要な班※
を構成して
出動できる
体制を確保
しているこ
と

※医師，看護
師，調整員

①　入院施
設等の適
切な医療
を提供で
きる体制
が整って
いること

②　患者に
対する必
要なケア

（ メ ン タ
ルヘルス
ケアを含
む）を実
施するこ
とが可能
なこと

①　透析可
能な医療
機関であ
ること

連
携 ●災害急性期に被災地内外で必要な医療を確保するための連携 ●主に災害亜急性期以後の　　　

住民の健康確保のための連携
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【取組のポイント】
どこに住んでいても安心して必要な医療が受けられるよう，へき地医療拠点病院を
中心に，地域の医療提供体制を確保するとともに，移動診療車や巡回診療船を支援

へき地医療対策

現　状

（地勢・人口）
本県の平成 23（2011）年の人口は 285 万人で，そのうち過疎地域の人口は 28.4 万人であり，全

体の 10.0％を占め，全国平均の 8.1％を大きく上回っています。
本県の面積は 8,480㎢で，うち 62％が過疎地域であり，全国平均の 57％を上回っています。

（無医地区の状況）
平成 21（2009）年の「無医地区等調査」によると，本県の無医地区※1は 53 地区あり，全国で 2

番目に無医地区が多い状況となっています。
平成 21（2009）年調査と平成 16（2004）年調査を圏域別に比較すると，無医地区数は，「広島西」

「呉」「広島中央」「尾三」の 4圏域で減少した一方，「広島」「福山・府中」「備北」の 3圏域では無医
地区数が民間診療所の廃止等により増加しており，無医地区の県北部地域への偏在がより顕著になっ
ています。

図表 2-8-1　県内の無医地区数
圏　域 広島 広島西 呉 広島中央 尾三 福山 ･ 府中 備北 県全体 全国平均 全国順位

平成 16（2004）年 5 3 2 2 5 5 34 56 16.7 2 位

平成 21（2009）年 7 1 0 0 4 6 35 53 15 2 位

増減 +2 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 1 +1 +1 ▲ 3 ▲ 1.7 －

資料：厚生労働省「無医地区等調査・無歯科医師地区等調査」（平成 21（2009）年，平成 16（2004）年）

（医療従事者の状況）
 ○ 医師

平成 22（2010）年「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）によると，医療施設に従事し
ている医師数は，県内全域で人口 10万人当たり 235.9 人と，平成 20（2008）年の前回調査と比べ
て増加していますが，過疎市町（※）では人口 10万人あたり 178.1 人と，前回調査と比べて，減少
しています。

図表 2-8-2　人口 10 万人対の医療施設従事医師数の推移
区分 平成 18 年（2006） 平成 20 年（2008） 平成 22 年（2010）

過疎市町 180.7 183.7 178.1

広島県 222.5 227.4 235.9

全  国 206.3 212.9 219.0

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年）
※過疎市町：過疎地域自立促進特別措置法に基づき「過疎地域」として公示された市町のうち，その全域が過疎地域とされ

る市町（三次市，庄原市，安芸高田市，江田島市，安芸太田町，北広島町，大崎上島町，世羅町，神石高原町）。以下同じ。
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第２章　県民の安心を支える保健医療体制の構築 

第
１
章

第
２
章

全
て
の
県
民
が
安
心
な
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
医
療
提
供
体
制
を
確
保

第
３
章

第
４
章

第
５
章

資
料
編

へ
き
地
医
療
対
策

 ○ 歯科医師
平成 22（2010）年「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）によると，医療施設に従事し

ている歯科医師数は，県内全域で人口 10万人あたり 81.3 人と，平成 20（2008）年の前回調査と比
べて増加していますが，過疎市町では人口 10万人あたり 61.7 人と，前回年調査と比べて減少してい
ます。

 ○ 看護職員
「保健・衛生行政業務報告（衛生行政報告例）」（厚生労働省）によると，平成 22（2010）年末現
在の県内の就業看護職員数は 39,157 人と，平成 20（2008）年と比べて増加しています。
しかし，「第七次広島県看護職員需給見通し」によると，平成 23（2011）年には約 1,400 人，平

成 27（2015）年には約 600 人の看護職員が不足する見通しとなっています。

（医療施設の状況）
 ○ 病院

本県の病院数は，平成 24（2012）年 3月末現在，県全体で 248 施設，過疎市町で 25施設となっ
ており，いずれも平成 2（1990）年をピークに減少しています。

 ○ 診療所
本県の一般診療所数は，平成 24（2012）年 3月末現在，県全体で 2,657 施設，過疎市町で 201

施設となっており，ともに減少傾向にあります。
また，有床診療所の施設数は，平成 24（2012）年 3月末現在，県全体で 287 施設，過疎市町で

35施設となっており，ともに減少傾向にあります。
 ○ 歯科診療所

本県の歯科診療所数は，平成 24（2012）年 3月末現在，県全体で 1,563 施設と若干減少していま
す。過疎市町では 108 施設となっており，平成 7（1995）年まで増加してきましたが，近年は減少
しています。

（へき地医療体制の状況）
 ○ へき地医療拠点病院

本県では，へき地診療所への医師派遣や無医地区等への巡回診療等の医療支援活動を行う病院とし
て，平成 24（2012）年度時点で，へき地医療拠点病院 9病院を指定しています。
へき地診療所への医師派遣は，厚生労働省「へき地医療現況調査」（平成 23（2011）年度）によると，

県内７拠点病院で実施されており，へき地診療所１か所あたりへの派遣回数は年間 32.5 回と全国平
均（27.4 回）を上回っています。一方，無医地区等への巡回診療は，現在 2拠点病院で実施される
のみで，実施回数も年間 76回と全国平均（142.0 回）を下回っています。

 ○ へき地診療所
無医地区等を有する市町において，受療機会を安定的に提供し，住民生活の安心の基盤を確保する

ため，平成 24（2012）年度時点で，17か所のへき地診療所等を設置・運営しています。

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

※ 1  無医地区：医療機関のない地域で，当該地区の中心的な場所を起点として，概ね半径 4kmの区域内に 50人以上が居住している
地区であって , かつ容易に医療機関を利用することが出来ない地区
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図表 2-8-3　へき地医療拠点病院によるへき地診療所等に対する支援の状況
医療圏 へき地医療拠点病院 へき地医療活動 支援対象医療機関

広島

県立広島病院 ・代診医派遣
大和診療所
神石高原町立病院
安芸太田病院

厚生連吉田総合病院 ・へき地診療所等医師派遣 安芸高田市川根診療所

安芸太田病院 ・代診医派遣 廿日市市吉和診療所
北広島町雄鹿原診療所

広島市立安佐市民病院 ・へき地診療所等医師派遣 北広島町雄鹿原診療所
同町豊平病院

広島西
広島西医療センター ・へき地診療所等医師派遣

・へき地診療所等に対する研修実施 阿多田診療所

厚生連廣島総合病院 ・へき地診療所等医師派遣
・院内研修の受入れ

廿日市市吉和診療所
栗谷診療所

福山 ･ 府中 神石高原町立病院 ・無医地区巡回診療
・へき地診療所等医師派遣

神石高原町油屋地区
同町国保直営高蓋診療所

備北

市立三次中央病院 ・へき地診療所等医師派遣
・院内研修の受入れ

三次市国保君田歯科診療所
三次市国保甲奴診療所
北広島町八幡診療所
庄原赤十字病院

庄原赤十字病院
・無医地区巡回診療
・代診医派遣
・遠隔医療支援
・へき地診療所等に対する研修実施

庄原市帝釈地区
庄原市国保総領診療所

資料：県医療政策課

図表 2-8-4　へき地医療拠点病院によるへき地診療所への医師派遣の実施状況

区分
派遣回数（定期的な派遣，随時の代診医派遣）

拠点病院 1 か所あたり へき地診療所 1 か所あたり

広島県 552 回 69.0 回 32.5 回

全国平均 614.4 回 102.8 回 27.4 回

図表 2-8-5　へき地医療拠点病院による無医地区等への巡回診療の実施状況

区分
　巡回診療 実施回数 　巡回診療 患者数

拠点病院 1 か所あたり 無医地区 1 か所あたり 実施 1 回あたり

広島県 76 回 9.5 回 1.4 回 383 人 5.0 人

全国平均 142.0 回 23.8 回 9.5 回 999.7 人 7.0 人

資料：図表 2-8-4，図表 2-8-5 ともに厚生労働省「へき地医療現況調査」（平成 23（2011）年度）

課　題

① へき地医療支援体制
一部のへき地医療拠点病院や中山間地域の中核的な病院では，医師・看護職員等の確保が困難となって

おり，他院からの支援なしにはへき地診療所等への医療支援が十分に行えない場合が顕在化しています。
本県の地域医療を支えている公立診療所や民間診療所において，後継者のいない医師の高齢化等によ

り廃止や休止を余儀なくされるケースが発生しています。
バス路線の廃止・減便が進む中，自家用車利用が困難な高齢者等にとって，市町が運行する代替バスが，

医療機関への唯一の交通手段となっている地域があります。
中山間地域の医療機関では，専門医や病理診断医が少ないことから，住民の高度医療の受療は都市部

に比べて容易ではありません。

② 医師等医療従事者の不足
平成16（2004）年度の新たな臨床研修制度※1の導入などを契機に，中山間地域の医療を担う医師

の不足が深刻化しています。へき地等での勤務について，キャリア形成や，子育ての環境といった家族
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の生活に不安を抱く医師も多く，地域医療を担う医師の確保・定着が思うように進んでいません。
看護職員については，全県的な不足が解消されない中で，特に中山間地域での勤務を希望する者が少

なく，へき地等の医療機関では新人看護職員等の採用が困難な状況です。

めざす姿

へき地の医療提供体制を支える医療機関，医師等の医療従事者，県，市町等が連携し，地域住民が，
必要に応じて適切な医療を受けられる体制が整っています。

【目標】
指標等 目標の考え方 現状値 目標値 指標の出典

へき地医療拠点病院数 へき地医療拠点病院を，必要に応じて増加させます 〔H24〕
　9 病院

必要に応じて
増加させる 県健康福祉局調べ

へき地医療拠点病院間連携
強化

基幹的なへき地医療拠点病院は，他の拠点病院への
医師派遣，医療相談，読影協力等の件数を増加させ，
連携を強化します

〔H24〕
　－件

〔H29〕
300 件 県健康福祉局調べ

へき地診療所数 へき地診療所を，民間の診療所を含め，必要に応じ
て増加させます

〔H24〕
　17 施設

必要に応じて
増加させる 県健康福祉局調べ

医療従事者数

へき地の医療体制を確保するため，医療従事者数の水準を維持・増進します。
医　師　  （過疎市町の人口 10 万対医療施
　　　　　 設従事医師数）

〔H22〕
　178.1 人

〔H28〕
　183.7 人 厚生労働省「医師・歯

科医師・薬剤師調査」歯科医師（過疎市町の人口 10 万対医療施
設従事歯科医師数）

〔H22〕
　61.7 人 維持する

看護職員（過疎市町の人口 10 万対医療施
設従事看護職員数）

〔H22〕
　1,444.2 人

〔H28〕
　1,631.1 人

厚生労働省「保健・衛
生行政業務報告（衛生
行政報告例）」

自治医大卒業医師県内定
着率

自治医科大卒業医師の県内定着率を 1 割増加
させます。

〔H24〕
　67.3％

〔H29〕
　75％ 県健康福祉局調べ

ふるさとドクターネット
広島※2登録者数

登録者数（医師，医学生，研修医）を毎年 60
人ずつ増やします

〔H24〕
　270 人

〔H29〕
　600 人 県健康福祉局調べ

ベテラン医師※3による診
療支援システム登録者数

ベテラン医師による診療支援システムを構築
します

〔H24〕
　－人

〔H29〕
　30 人 県健康福祉局調べ

無医地区数 無医地区を 1 割減少させます 〔H24〕
　53 地区

〔H26〕
　48 地区

厚生労働省「無医地区
等調査」

施策の方向

① へき地医療支援体制の強化
（へき地医療拠点病院の機能強化）

へき地医療拠点病院によって担われている，「県北地区」，「芸北地区」，「沿岸部地区」，「東部地区」の
各ブロックにおける相互連携体制の更なる強化を図ります。
各ブロックの基幹的なへき地医療拠点病院は，従前の拠点病院としての機能（地域内のへき地診療所

等への代診医の派遣や医療従事者の研修等）と伴に，他のへき地医療拠点病院に対するバックアップ機
能（他地域のへき地医療拠点病院への医師派遣や読影協力※4など）を担い，へき地医療拠点病院の機
能分担を行います。
必要に応じて，新たにへき地医療拠点病院の指定等を行い，財政的支援を行います。

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

※1  新たな臨床研修制度 :診療に従事しようとする医師が臨床研修病院において受けなければならない臨床研修。医師法の改正により，
平成 16年から新たに必修化されるとともに，臨床研修病院が研修医を全国的に募集し，研修希望者が主体的に選択できる制
度となった。

※ 2  ふるさとドクターネット広島 : 広島県の医療に関心のある医師・医学生のネットワークづくりを目的に，公益財団法人広島県地域
保健医療推進機構が運営するホームページ。登録者に対して，広島県の医療情報を提供し，県内での就業を希望する医師に
は個別の相談に応じている。

※ 3  ベテラン医師 : 勤務する医療機関で定年を迎えた医師や，開設する医療機関を後継者に継承した医師など，経験の豊富な医師の
方々。

※ 4  読影協力 : 専門医が不足する地域の中核病院への支援として，他の医療機関の専門医が，CT，MRI 及びレントゲン写真などの読
影（画像をもとに，病気の有無やその状態などを診断すること）の協力を行うこと。
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図表 2-8-6　広島県における「へき地医療拠点病院」の連携体制（案）
 

■

9

 

 
瀬戸内海巡回診療船
「済生丸」

県北部地域
移動診療車
県北部地域
移動診療車

（へき地診療所の拡充）
県内の市町が設置するへき地診療所以外にも，医療法人等が設置・運営する民間診療所について，市

町からの要請に基づきへき地診療所として位置付け，診療支援等を行います。

（過疎対策事業の推進）
過疎地域自立促進特別措置法により，平成22年度から，施設整備等のハード事業に加え，市町が行

う地域医療の確保などのソフト事業に対して，過疎対策事業債の活用が可能となるなど，中山間地域の
医療を財政面から支える仕組みが，さらに充実しており，市町による地域医療確保のための取組を促進
します。

（へき地等の歯科医療体制の確保）
「へき地医療拠点病院」による無歯科医地区等への診療支援などにより，へき地等の歯科医療体制を
確保します。

（アクセスの確保）
情報通信技術（ICT）による診療支援や医療情報の共有化により高度医療等へのアクセスを確保します。
医療機関等へのアクセス（交通インフラの整備や市町による運行支援する福祉バス，患者輸送車等の

運行）の確保を促進し，容易に医療機関を利用することができない地区を減らすよう努めます。
へき地や離島の医療を確保するため，平成24年 7月に中四国で初めて整備した移動診療車※1や平

成25（2013）年度に新船建造する瀬戸内海巡回診療船※2「済生丸」の運営を支援します。

② 医師等医療従事者の確保
（自治医科大学による医師の育成）

自治医科大学に毎年2名程度の学生を入学させ，地域医療を担う医師を育成するとともに，義務年限
修了後の県内のへき地医療機関等の公立・公的医療機関への定着を促進するため，処遇改善や派遣先の
調整を行います。また，キャリアアップ支援プログラムの作成や，受入体制の明示などにより，一層の
定着を図ります。
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（広島大学医学部ふるさと枠等による医師の育成）
大学医学部の入学定員として県が設けた

地域枠（広島大学医学部ふるさと枠，岡山
大学医学部地域枠）の医学生や，全国の大
学から一般募集した医学生に，広島県医師
育成奨学金制度による奨学金を貸与し，将
来，中山間地域の医療を担う若手医師を育
成します。

（プライマリ・ケア医の採用・派遣）
平成18（2006）年度から地域医療への従事を希望する医師を県が採用し，中山間地域の公的医療機

関に派遣しており，今後も継続して実施します。

（県外医師の招致等）
平成23（2011）年 7月に設立した広島県地域保健医療推進機構※3において，「ふるさとドクター

ネット広島」による医師ネットワークづくり（ベテラン医師や I/Uターン医師のあっせんなど），臨床
研修病院合同説明会等への積極的な参加及び県内の初期臨床研修病院との連携の強化と魅力づくり等に
より，県外医師の招致に努めます。（図表2-8-8）

（医師の県内への定着）
平成22（2010）年度に県の寄附講座として設置した広島大学医学部地域医療システム学講座による

卒前教育の充実，へき地医療を担う医師の動機付けとキャリアパスの構築により，医師の養成過程等に
おけるへき地医療への動機付けを行います。
自治医科大学卒業医師の後期臨床研修の充実，研修機会の確保，専門医の取得促進などを実施するこ

とにより，義務年限終了後も県内のへき地医療機関等の公立・公的医療機関に引き続き勤務を希望する
よう，医師の育成・定着に主眼を置いた処遇改善や配置先の調整を行います。
安心して勤務・生活できるキャリアパスの構築を行います。
女性医師等の離職防止対策として，子育てをしながら働きやすい職場環境を整備します。
市町や住民が主体的に医療に関わる機運を醸成し，住民の医療に対する理解を促進することにより，

医師にとってへき地の医療機関が働きやすい環境となるよう努め，へき地への医師の定着を図ります。

図表 2-8-8　公益財団法人広島県地域保健医療推進機構の取組内容
事業 内容

医師派遣・支援業務 医師配置調整，求職者・求人者間の斡旋，県外医師の県内招致や県内外の医師の就業支援

人材育成・研修業務 地域医療セミナーの実施，臨床研修病院への支援，複数医療機関による研修システムの開発，支援等，
新人看護職員研修のサポート業務

医師の定着促進・地域医
療サポート業務

女性医師の育児期間等への対応等，離職防止業務，ベテラン医師等を地域医療に向ける仕組みづく
り，地域医療を考える市町や住民の取組に対する支援

情報収集・情報発信業務 ホームページ「ふるさとドクターネット広島」を通じた県内医療機関の求人情報などの情報発信等

図表 2-8-7　広島県医師育成奨学金制度による育成
（平成 25 年度募集定員）

奨学金の対象 人数

広島大学医学部ふるさと枠 18 人

岡山大学医学部地域枠 2 人

一般募集 4 人

資料： 県健康福祉局調べ

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

※ 1  移動診療車 : 無医地区等で通院が困難な住民の受療機会を充実させるため，平成 24年から運行を開始した，医療機器を搭載した
診療車。実施主体は，へき地拠点病院（市立三次中央病院，庄原赤十字病院，神石高原町立病院）及び市町（三次市，庄原市，
神石高原町）で，県北部の 9地域を巡回。

※ 2  瀬戸内海巡回診療船 : 昭和 37 年から社会福祉法人恩賜財団済生会により運航される国内唯一の診療船。瀬戸内 4県（岡山県，広
島県，香川県，愛媛県）の島嶼部における無医地区等を巡回し，住民への医療提供や保健指導等を行う。

※ 3  広島県地域保健医療推進機構 : 広島県，県内全市町，広島県医師会及び広島大学により構成し，広島県の地域医療確保対策を実施
するために平成 23年に設置された組織
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（看護職員の確保）
看護職員全体の確保と資質向上を図るため，「看護師等養成の充実・強化」，「再就業促進」，「離職防止」，

「専門医療等への対応（資質向上）」を柱にした施策を継続実施し，県北地域唯一の看護専門学校である
県立三次看護専門学校において，卒業後も引き続き地域医療に貢献できる人材を養成します。看護職員
の再就業の促進が図られるよう，ハローワークと連携した就業相談事業の実施や市町と連携した未就業
の潜在看護職員の掘り起こしを行い，病院等への就業を支援します。

（住民啓発）
地域医療に関する住民の理解と協力，医療機関を維持するための方策・取組みの実践及び予防等に取

り組む市町や住民組織を支援するなど，地域医療体制の確保に努めます。

【へき地医療対策に求められる医療機能】
【保健指導】 【へき地診療】 【へき地診療の支援医療】 【行政機関等の支援】

機
能 へき地における保健指導 へき地における診療 へき地の診療を支援する医療 行政機関等によるへき地医療

の支援
ポ
イ
ン
ト

・無医地区等において，保
健指導を提供

・無医地区等において，地域
住民の医療を確保

・専門的な医療や高度な医療
へ搬送する体制を整備

・診療支援機能の向上 ・へき地保健医療計画を作成
・作成した計画に基づく施策を

実施

関
係
機
関
等

保健所，市町 へき地診療所
過疎地域等特定診療所
へき地医療拠点病院

へき地医療拠点病院 県
へき地医療支援機構

医
療
機
関
等
に
求
め
ら
れ
る
事
項

①　保健師等，必要な体制
を確保し保健指導等を実
施していること

②　地区の保健衛生状態を
十分把握し，保健所及び
最寄りのへき地診療所等
との緊密な連携のもとに
計画的に地区の実情に即
した活動を行うこと

①　プライマリーの診療が可能
な医師等がいること又は巡回
診療を実施していること

②　必要な診療部門，医療機器
等があること

③　緊急の内科的・外科的処置
が可能なへき地医療拠点病院
等と連携していること

④　へき地医療拠点病院とへき
地診療所との間に伝送装置を
設置するなどにより，へき地
医療拠点病院と連携している
こと

⑤　へき地医療拠点病院等にお
ける職員研修等に計画的に参
加していること

①　遠隔診療等の実施により各種の
診療支援を行うこと

②　巡回診療等によりへき地住民の
医療を確保すること

③　へき地診療所等への代診医等の
派遣及び技術指導，援助を行うこ
と

④　へき地の医療従事者に対する研
修の実施及び研究施設を提供する
こと

⑤　その他都道府県及び市町村がへ
き地における医療確保のため実施
する事業に対して協力すること

⑥　２４時間３６５日の診療体制を
構築すること

⑦　高度の診療機能を有し，へき地
医療拠点病院の診療活動等を援助
すること

   県は，へき地保健医療計画の
策定に当たり，地域や地区の状
況に応じて，医療資源を有効に
活用しながら，県内の実情にあ
わせて「医師を確保する方策」，

「医療を確保する方策」，「診療
を支援する方策」，「へき地医療
の普及・啓発」を定めるととも
に，保健医療計画にもこれらの
方策及び行政機関等が担うへ
き地医療の支援策を明示する。
①県
・　へき地保健医療計画の策定

及びそれに基づく施策の実施
② へき地医療支援機構
・へき地保健医療計画に基づく

施策の実施

連
携

【へき地医療の連携体制】

地域における医療の提供等 

・派遣要請
・連絡調整

・整備・運営支援 
・自治医派遣 

医師との積極的な関わりや受入環境の整備 

住民の理解の促進，へき地の魅力アップ

・運営費等の
  補助

広島県

【へき地医療対策】  

へき地医療支援機構  

（運営委員会） 

へき地医療拠点病院 
へき地診療所 
大学 
県医師会 
県歯科医師会 
県看護協会 
市町 
県 

専任担当監（医師） 

広島県地域保健医療推進機構 
 (大学,県医師会,市町,県等) 

広島大学・岡山大学等 

 県医師会・地区医師会等 

自治医大卒医師・奨学金貸与医師等の配置調整 

中山間地域の医療機関への医師派遣等 

地域における医療の提供等 

・派遣要請 
・連絡調整 
 後方支援

県立広島病院 
地域医療支援センター 

・整備・運営支援 
・自治医派遣 

・運営費等の
  補助 【へき地医療の支援体制】 

拠点病院間等の支援 
 ･医師派遣 
 ･読影協力 等  

へき地医療拠点病院  
県立広島病院 
安芸太田病院 
JA吉田総合病院 

広島市立安佐市民病院 
JA廣島総合病院 

　広島西医療センター 
神石高原町立病院 
市立三次中央病院 
庄原赤十字病院  

市・町 

医師との積極的な関わりや受入環境の整備 

住民の理解の促進，へき地の魅力アップ

住 民 

巡回診療 無医地区等 

離島･島しょ部 

代診医派遣／医師派遣等 

医師派遣等 

中山間地域の医療機関 

へき地診療所 

中山間地域 
中核病院 

中山間地域の医療体 
（へき地・離島等） 

研修 

緊急の内科的・外科的処置を可能とするための連携

地域住民の健康状況等の情報交換


